
大潟村

調査事業の概要

対応策の提示

＜これまでのノウハウ、対応策＞

１９８０年代半ばに、有機農業の取り組みが始まり、９０年には農薬の
宮中散布を中止し、全国に先駆けて無農薬・有機栽培が拡大した。

ソーラーカー大会の開催、太陽口発電の導入助成、マグナス風力発
電の導入、バイオ燃料利用の実証事業、直流宮殿による地域グリッド
の実証事業（秋田県）など、先進的なエネルギー技術の導入、実証を
図っている。

＜調査事業によりとりまとめたノウハウ、対応策＞

再生可能エネルギーの導入は、行政の率先導入・普及啓発等を実行
することが重要である。併せて、住民・事業者の積極的な取り組みも不
可欠である。

再生可能エネルギーコミュニティは大きく村民、村役場（行政）および
地域における企業や団体の協力関係により構成される。また、これら
の各主体の協力・調整を図るための活動中心（連絡会議または調整・
運営組織）をコミュニティの核に据える。

太陽光発電、風力発電、バイオマス（稲わらボイラー導入による熱供
給）、温泉熱の利用等を促進し、地域における再生可能エネルギーコ
ミュニティの形成を促進していく。

＜今回の調査により得られた新たな課題＞
太陽光発電についての普及・促進策の検討。

稲わらボイラー運転に係る人員・組織等の検討、稻わら収集に係る村
民の協力等。

別添様式

課題 実現を目指していく地域のイメージ

・クリーンエネルギーを農業振興や地域振興にいかに結びつけるか
・農業と環境保全の両立
・村内エネルギー需給構造の転換

①村民の共同参画による、エネルギー自立か社会を目指す。
②農業振興とエネルギー開発が一体となって発展するように推進する。
③行政・村民・事業者が一体となってエネルギー問題に取り組む。
④本村の特性を生かしたエネルギー源を積極的に開発する。


